
Copyright© 2012 Stock Research Center. All Rights Reserved.  本レポートの権利は一般社団法人 証券リサーチセンターに属します。いかなる形でも無断での複写・転載・

利用を禁じます 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

  

新規上場会社紹介レポート 

2019年12月27日発行 

ホリスティック企業レポート 

global bridge HOLDINGS 

6557 東証マザーズ 

一般社団法人 証券リサーチセンター 

証券リサーチセンター 
審査委員会審査済 20191226 

 



 
新規上場会社紹介レポート（一般社団法人 証券リサーチセンター 発行） 
 
 
 

 
 
本レポートに掲載された内容は作成日における情報に基づくものであり、予告なしに変更される場合があります。本レポートに掲載された情報の正確性・信頼性・完全性・妥

当性・適合性について、いかなる表明・保証をするものではなく、一切の責任又は義務を負わないものとします。 
一般社団法人 証券リサーチセンターは、本レポートの配信に関して閲覧し投資家が本レポートを利用したこと又は本レポートに依拠したことによる直接・間接の損失や逸失

利益及び損害を含むいかなる結果についても責任を負いません。最終投資判断は投資家個人においてなされなければならず、投資に対する一切の責任は閲覧した投資家にあり

ます。また、本件に関する知的所有権は一般社団法人 証券リサーチセンターに帰属し、許可なく複製、転写、引用等を行うことを禁じます。 

新規上場会社紹介レポート                                      2/11  

global bridge HOLDINGS （6557 東証マザーズ）                        発行日：2019/12/27 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
◆ 福祉事業を展開 
global bridge HOLDINGS（以下、同社）は 15 年 11 月に AOKI ホールディン

グス（8214 東証一部）の代表取締役会長である青木拡憲氏の資産管理会社

であるアニヴェルセル HOLDINGS から会社分割により設立された持株会社

である。保育・介護事業の運営を目的に 07 年 1 月に設立された global bridge
を 15 年 12 月に連結子会社化して、現在の体制の基礎が出来あがった。18
年 7 月に買収した東京ライフケア注 1 は保育事業を、18 年 11 月に買収した

global life care は介護事業を営んでいる。この他には保育・介護分野におけ

る ICT 事業を営む social solutions を傘下に持つ。 
 
18/12 期の事業別売上構成は図表 1 のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アナリスト：松尾 十作                 +81（0）3-6858-3216 
レポートについてのお問い合わせはこちら  info@stock-r.org 

＞ 事業内容 

保育園を中心とした総合福祉事業を展開 

保育園は認可保育園のみで千葉県中心だが、今後は東京都でも施設増を計画 

 

売上高 構成比 売上高 構成比 前期比
保育事業 2,130 82.1% 3,233 85.4% 51.8%
介護事業 338 13.0% 418 11.0% 23.8%
ＩＣＴ事業 75 2.9% 90 2.4% 19.7%
その他事業 51 2.0% 45 1.2% -11.7%
合計 2,595 100.0% 3,787 100.0% 45.9%

セグメント利益 利益率 セグメント利益 利益率 前期比
保育事業 144 6.8% 166 5.2% -11.7%
介護事業 -19 -    -111 -    45.9%
ＩＣＴ事業 31 41.7% 5 6.1% -82.3%
その他事業 20 40.6% 20 46.2%
調整額 -459 -    -821 -    -    
合計 -281 -    -739 -    -    

17/12期 18/12期

【 図表 1 】事業別売上高・利益構成         （単位：百万円）          

（出所）届出目論見書を基に証券リサーチセンター作成 

（注 1）東京ライフケア 
買収時は、保育事業と介護事業を

営んでいたが、介護事業を 
globa1 life care に事業移管し、19
年 10月末時点では保育事業のみ

を営んでいる。 

【 株式情報 】 【 その他 】
株価 3,515円（2019年12月24日）本店所在地 東京都 墨田区  【主幹事証券会社】
発行済株式総数 2,443,300株 設立年月日 2015年11月25日 みずほ証券
時価総額 8,588百万円 代表者 貞松 成  【監査人】
上場初値 4,020円（2019年12月23日）従業員数 857人（2019年10月末） ＰｗＣあらた有限責任監査法人
公募・売出価格 2,690円 事業年度 1月1日～12月31日
1単元の株式数 100株 定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から3カ月以内

【 会社基本情報 】

売上高 前期比 営業利益 前期比 経常利益 前期比 純利益 前期比 EPS BPS 配当金
（百万円） （%） （百万円） （%） （百万円） （%） （百万円） （%） （円） （円） （円）

2017/12 2,595 -  -281 -  34 -  -11 -  -5.6 486.4 0.0
2018/12 3,787 45.9 -739 -  -329 -  -382 -  -173.4 314.8 0.0
2019/12 予 5,958 57.3 -537 -  326 -  185 -  77.6 -   0.0
2020/12 計 8,368 40.4 91 1,497 4.6× 962 5.2× 393.7 -   0.0

決算期

【 6557 global bridge HOLDINGS　業種：サービス業 】

（注）連結決算、2017/12期より連結財務諸表作成、予想は会社予想、計画は2019/12期中に策定された中期経営計画に基づく計画数値
        2020/12期計画のEPSは、オーバーアロットメントによる売出しに伴う第三者割当増資分（最大97,400株）は考慮していない
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保育事業が売上高の 85.4%を占め、次いで介護事業が 11.1%を占めている。

ICT 事業とその他事業の売上構成比は各々2.4%、1.2%と僅かである。なお、

その他事業とは不動産貸借事業や研修事業で、主に同社が運営している。 
 
19 年 10 月末の事業別運営施設数は保育事業が 55 施設、介護事業が 15 施

設である。都府県別では千葉県の施設数が最も多い（図表 2）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 保育事業 
保育事業は、認可保育園注 2と小規模保育施設注 3を運営している（図表 3）。
18/12 期までは認可外保育園を運営していたが、全て認可保育園に転換し

ている。認可保育園は児童福祉法が定める基準を満たし、都道府県知事な

どに認可された児童福祉施設である。小規模保育施設は自治体が定めた

基準を満たし、自治体の認可を受けた児童福祉施設である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
認可保育園の運営費は、自治体に請求する、国の補助金が原資の委託費

で賄われている。保護者は、国が基準を定めた保護者の世帯収入に応じた

保育料を自治体に納付する。小規模認可保育園の運営費は国の補助金を

自治体に請求し、世帯収入に準じた保育料を保護者から同社が徴収してい

る。保護者は保育料の補助金を自治体に請求する仕組みである。集客はい

ずれも自治体が行っている。 

千葉県 東京都 神奈川県 大阪府 合計
保育園 26 17 2 10 55
児童向け介護 9 1 0 3 13
高齢者向け介護 0 1 0 1 2
合計 35 19 2 14 70

【 図表 3 】保育事業施設数推移                   

（注 2）認可保育園 
1施設当たりの定員、乳児・児童の
年齢別に定められた保育士の人

数及び施設の面積などがある。国
及び自治体が負担する施設型給
付を同社グループは得ている。 
 
（注 3）小規模保育施設 
6 人から 19 人の 3 歳未満の乳児・

児童を対象に保育を行う施設を指
す。利用者からの保育料及び自
治体からの地域型保育給付を同

社グループは得ている。 

【 図表 2 】都府県別施設数            （単位：施設）           

（出所）届出目論見書を基に証券リサーチセンター作成 

（注）19 年 10 月末時点 
（出所）ヒアリングを基に証券リサーチセンター作成 
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また認可保育園及び小規模保育園を新設すると保育園の開設に要した設

備投資や費用等に関する補助金を認可した自治体から受け取る仕組みと

なったおり、営業外収益として計上している。 
 
児童数 60 名定員の認可保育園を新規に開設した場合、60 名を想定した保

育士を開園時から揃える必要がある。また開設時は年齢別定員として 0 歳児

5 名（誕生直後は預かれないため）、1 歳から 5 歳はそれぞれ 11 名とする場合

が多い。したがって開設時では3歳児、4歳児、5歳児が定員に満たない場合

が多く、全体として定員割れとなる。そのため、認可保育園は、開設当初の乳

児・児童が 3 歳児、4 歳児クラスとなる開設 3 年目で保育園の経営は赤字から

黒字となる場合が多く、同社でも同様な収益構造となっている。 
 
◆ 介護事業 
介護事業はさまざまな世代に対して介護サービスを提供している（図表 4）。
放課後等デイサービスは療育・居場所機能を備えた施設で、障がいのある

学齢期児童・生徒（6 歳から 18 歳）が学校終了後や学校休業日に通え、生

活・学習できる福祉サービスを提供している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
サービス付き高齢者向け住宅は、同社が一棟借りしているマンションにおい

て、高齢者単身又は高齢者夫婦を対象に訪問介護等のサービスも提供す

る賃貸施設である。 
 
住宅型有料老人ホームは、同社が土地・建物を所有している高齢者向けの

賃貸の居住施設である。介護が必要となった場合は居住者の選択により地

域の訪問介護等の介護サービスを利用することができる。他には生活介護

施設や児童支援施設等を運営している。 
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【 図表 4 】介護事業施設数推移                   

（出所）届出目論見書を基に証券リサーチセンター作成 
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介護事業の運営費は、国民健康保険団体連合会に同社が請求する介護

報酬・障害福祉サービス費と同社が利用者に請求する自己負担分である。 
 
◆ ＩＣＴ事業 

同社の保育事業で培ってきたノウハウを活かした、保育施設での業務効率化

のための ICT ソリューションを提供している。 
 
保育士の事務作業の簡素化のための保育園管理システム「Child Care 
System（CCS）」をリリースし、全国の保育施設に利用料を徴収するかたちで

販売している。同社が 11 年 7 月にシステムを開発し外部に販売した後に、厚

生労働省が 16 年 2 月に補助金注 4制度を設けたため、保育園施設は補助金

を申請して利用するようになり、同社のシステム販売には追い風となった。ま

た、保育・介護用品専門のネットショップである「g-mall shop」を運営している。 
 
◆ 保育施設は全て認可保育園 
同社の保育施設は全て認可保育園である（図表 5）。保育事業を営む上場企

業で保育園に占める認可保育園の比率はトップである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
認可保育園は認可外保育園に比べて経営の安定度が高い。認可外保育園

は認可保育園に預けるための一時的な施設と保護者は位置づけ、認可保育

園に空きが生じると速やかに認可外保育園から認可保育園に変更する場合

が多いためである。 
 
◆ 保育園管理システム 

保育園管理システムを手掛けている会社は多数存在するが、保育施設を展

開している事業者自身が保育園管理システムを開発していることに特色があ

る。19 年 6 月末時点で 700 の保育施設が利用している。 
 
同社の保育園管理システムである CCS は、保育施設の運営に係る事務業務

時間を削減すると同時に、児童の発達状況や健康状態が把握できるものとな

っている。具体的には、認可保育園の運営に係る保育計画、保育士のシフト

6557 2749 6065 6189 7037
global bridge
HOLDINGS

ＪＰ
ホールディングス ライクキッズ グローバルキッズ

ＣＯＭＰＡＮＹ
テノ．

ホールディングス
時 点 19年10月末 19年9月末 19年10月末 19年9月末 19年６月末

保育園施設数 a 55 297 342 166 255
うち認可保育園施設数 b 55 183 112 123 49

認可保育園比率 b/a 100.0% 61.6% 32.7% 74.1% 19.2%

会 社 名

＞ 特色・強み 

【 図表 5 】認可保育園比率                                   （単位：施設） 

（注）保育園施設数には、小規模保育園、認証保育園、認定保育園、企業主導型保育園、事業所内保育園、学童・児童館含む 

     認可保育園施設数には、小規模保育園含む 
（出所）各社資料を基に証券リサーチセンター作成 

（注 4）補助金 
保育施設運営における事務作業
の軽減のため、厚生労働省により
16 年 2 月に保育施設の情報通信

技術導入に対する補助金が創設
された。 
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作成、園児台帳管理、園児の午睡（ごすい、所謂昼寝）管理等が可能になる。

同社の試算では CCS を利用すると年間約 2,600 時間の事務時間削減につな

がるとしている。なお、午睡管理は園児に午睡センサーを身に着けてもらうこ

とで、パソコンでも随時体温を管理出来るシステムである。 
 
◆ 待機児童 
厚生労働省の調べによると、全就学前児童に対する保育所等施設の利用者

の比率を示す保育所等利用率は年々上昇傾向にある（図表 6）。保育所等の

新規開設により 19 年 4 月 1 日時点の保育所等の定員は 2,888 千人となり、

前年の同時期に比べて 87 千人増加したことから、待機児童数は同 3 千人減

少し 16千人となった。同社の保育事業の施設が多い千葉県の待機児童数は

1,020 人と前年比 372 人減少したものの全国で 5 番目に多い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

◆ 競合 
保育事業で競合している上場企業としては、ＪＰホールディングス（2749 東

証一部）、ライクキッズ（6065 東証一部）、グローバルキッズＣＯＭＰＡＮＹ 
（6189 東証一部）、テノ．ホールディングス（7037 東証マザーズ）などが挙げら

J れる。認可保育園の展開地域は、ＪＰホールディングスは全国展開、ライク

キッズは東名阪、グローバルキッズＣＯＭＰＡＮＹは関東圏、テノ．ホールディ

ングスは東京都を中心としており、同社が地域的な強みを持つ千葉県におい

ては、同社の施設数は民間企業ではトップクラスである。 
 
◆ 18 年 12 月期業績 
同社の連結業績は 17/12 期より開示されている（図表 7）。18/12 期は、売上高

3,787 百万円（前期比 45.9%増）、営業損失 739 百万円（前期は 281 百万円

の損失）、経常損失 329百万円（同 34百万円の利益）、親会社株主に帰属す

る当期純損失 382百万円（同 11百万円の損失）であった。また、営業キャッシ

ュ・フローは、金額は小さいが 30 百万円のマイナスとなった。 
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（出所）厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ」を基に証券リサーチセンター作成 

【 図表 6 】保育所等待機児童数及び保育所等利用率の推移 
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保育事業は、売上高 3,233 百万円（前期比 51.8%増）、セグメント利益 166 百

万円（同 15.1%増）であった。期末の施設数は前期末比 12 施設増の 43 施設

となった、12 施設の内訳は新規開設により 10 施設、東京ライフケアの買収に

より 2施設である。既存施設及び新規開設が順調に推移したことにより高い増

収率となったが、前述のように新規開設施設は赤字スタートとなるため、セグメ

ント利益の増加率は増収率に見劣りする結果となった。 
 
介護事業は、売上高 418 百万円（前期比 23.8%増）、セグメント損失 111 百万

円（前期は 19 百万円の損失）であった。新規開設により増収となったものの、

国の介護報酬の改定による収益性の低下、一部の介護施設の稼働率が低下

したことから、セグメント損失が拡大した。なお、稼働率が低下した介護施設

は 18 年 9 月に閉鎖した。 
 
ICT 事業は保育園管理システム CCS の新規契約件数が順調に増加したこと

から売上高は 90 百万円（前期比 19.7%増）となったが、販促費用の増大によ

りセグメント利益は 5 百万円（同 82.3%減）と減益であった。 
 
18/12 期のセグメント利益の調整勘定が前期比で拡大している。子会社の経

理及び総務関連業務は全て持株会社である同社が行っており、業容拡大に

伴い持株会社の従業員数が前期末比 20 名増の 38 名となり、人件費負担が

増大したためである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 19 年 12 月期の会社計画 
19/12期連結業績について、同社は売上高 5,958百万円（前期比 57.3%増）、

営業損失 537 百万円（前期は 739 百万円の損失）、経常利益 326 百万円（同

329 百万円の損失）、親会社株主に帰属する当期純利益 185 百万円（同 382
百万円の損失）と計画している（図表 8）。 
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【 図表 7 】業績推移                   （単位：百万円） 
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保育事業の売上高は 5,059 百万円（前期比 56.5%増）と見込んでいる。期末

の施設数は前期末比 13 施設増の 56 施設としているが、12 月 1 日の新規開

設で既に 56 施設が稼働している（図表 9）。17/12 期、18/12 期に開設した施

設の稼働率の上昇、19/12 期に開設した施設の貢献を見込んでいる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
介護事業の売上高は 724 百万円（前期比 73.2%増）としている。施設数は前

期末と同じ 15 施設である。高い増収率を見込んでいるのは、18 年 7 月に買

収したサービス付き高齢者向け住宅及び、18 年 11 月に買収した住宅型有料

老人ホームの売上高が通期で寄与するためである。 
 
ICT 事業は保育園管理システム CCS の新規契約に努め、売上高は 105 万円
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売上高 3,787 100.0% 45.9% 5,958 100.0% 57.3% 8,368 100.0% 40.4%
　保育事業 3,233 85.4% 51.8% 5,059 84.9% 56.5% 7,313 87.4% 44.6%
　介護事業 418 11.0% 23.8% 724 12.2% 73.2% 775 9.3% 7.0%
　ＩＣＴ事業 90 2.4% 19.7% 105 1.8% 16.7% 196 2.3% 86.7%
　その他事業 45 1.2% -11.7% 68 1.1% 51.1% 82 1.0% 20.6%
売上原価 3,566 94.2% 56.9% 5,247 88.1% 47.1% 6,894 82.4% 31.4%
売上総利益 220 5.8% -31.7% 710 11.9% 222.7% 1,474 17.6% 107.6%
販売費及び一般管理費 960 25.4% 58.9% 1,247 20.9% 29.9% 1,383 16.5% 10.9%
営業利益 -739 -     -     -537 -     -     91 1.1% -     
経常利益 -329 -     -     326 5.5% -     1,497 17.9% 4.6×
当期純利益 -382 -     -     185 3.1% -     962 11.5% 5.2×

18/12期 19/12期予想 20/12期計画

【 図表 8 】業績予想及び計画                          

（注）予想は会社予想、計画は 2019/12 期中に策定された中期経営計画に基づく計画数値 
（出所）「東京証券取引所マザーズへの上場に伴う当社決算情報等のお知らせ」を基に証券リサーチセンター作成 

【 図表 9 】施設数推移                （単位：施設数） 

（注）予想は会社予想、計画は 2019/12 期中に策定された中期経営計画に基づく計画数値 
（出所）「東京証券取引所マザーズへの上場に伴う当社決算情報等のお知らせ」を基に 

証券リサーチセンター作成 
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（前期比 16.7%増）を見込んでいる。 
 
売上総利益率は 11.9%と前期比 6.1%ポイントの改善を見込んでいる。保育事

業での 17/12 期、18/12 期に開設した施設での稼働率の上昇、介護事業での

子会社化が貢献する見通しである。販売費及び一般管理費（以下、販管費）

は前期比 29.9%増と 57.3%増収を下回る見通しもあり、営業損失は縮小見込

みである。 
 
新たな認可保育園の開設に要した設備投資や費用等に関する補助金 1,003
百万円（前期比 109.4%増）を営業外収益として計上し、株式公開に係る公募

費用等を営業外費用として計上することにより営業外収支は前期の 40 百万

円のプラスから 863 百万円のプラスとなる想定である。したがって経常損益は

前期 329百万円の損失から 326百万円の利益となる見込みである。特別損益

については、第 4 四半期では発生を見込んでいないことから、親会社株主に

帰属する当期純損益は前期の 382百万円の損失から 185百万円の利益を予

想している。 
 
◆ 20 年 12 月期の会社計画 
同社の 20/12 期の計画は、第 2 四半期決算を踏まえ 19 年 8 月に策定された

中期経営計画に基づく計画数値である。売上高は8,368百万円（前期予想比

40.4%増）、営業利益は 91 百万円（前期予想は 537 百万円の損失）、経常利

益は 1,497 百万円（同 4.6 倍）、親会社株主に帰属する当期純利益は 962 百

万円（同 5.2 倍）である。 
 
保育事業は、売上高 7,313 百万円（前期予想比 44.6%増）の計画である。期

末施設数は 19/12 期末比 17 施設増の 73 施設を想定している。新たに開設

する認可保育園 17 施設は、既に管轄する自治体より選定及び公表されてい

る。 
 
介護事業は、売上高775百万円（前期予想比7.0%増）の計画である。施設数

は 19/12 期末と同じ 15 施設である。増収を見込むのは既存施設の稼働率向

上によるものとしている。 
 
ICT 事業は保育園管理システム CCS の機能分割による新システムを 20 年 2
月に販売開始することから、売上高は196百万円（前期予想比86.7%増）を計

画している。 
 
売上総利益率は 17.6%と前期予想比 5.7%ポイントの改善を想定している。

18/12 期、19/12 期に開設した保育施設の稼働率の上昇を見込むためである。

販管費は同 10.9%増と見込んでいるが増収効果により営業損益は黒字転換

する計画である。 
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営業外収益として新たな認可保育園の開設に要した設備投資や費用等に関

する補助金収入 1,540 百万円（前期予想比 53.5%増）が見込まれる一方、株

式公開に係る公募費用が無くなることから、営業外収支は 1,407 百万円のプ

ラスを想定し、経常利益は前期予想比 4.6 倍となる計画である。特別損益は

見込んでおらず、親会社株主に帰属する当期純利益は大幅増益を計画して

いる。 
 
◆ 成長戦略 
同社は成長戦略として、保育事業に経営資源を集中すること、保育園管理シ

ステム CCS の外販を加速させることの二点を挙げている。保育事業について

は、社会的要請が高く、認可保育園を千葉県及び東京都で新規開設を進め

るとしている。20/12 期の経営計画においては、保育園の新規開設は年度の

開設数としては過去最多の 17施設（千葉県 9施設、東京都 6施設、大阪府 2
施設）を計画している。 
 
保育園管理システム CCS の外販については、CCS の機能を分割したシステ

ムも 20 年 2 月から外販するとしている。 
 
◆ 有利子負債依存度が高い 
同社グループは、保育等の新規開設に関する設備資金等は主に金融機関

からの借入で調達している。19/12 期第 3 四半期末の総資産額 6,363 百万円

に対して有利子負債残高は 4,500 百万円と有利子負債依存度は 70.7%と高

い。金利上昇、及び借入金の調達が困難となった場合、不動産仕入れが困

難となり、財政状態・経営成績に影響を及ぼす可能性がある。 
 
◆ 特定株主の保有比率が高い 
同社の上場時点の筆頭株主はアニヴェルセル HOLDINGS で保有株比率は

43.6%である。アニヴェルセル HOLDINGS は、今後も継続的に保有する方針

であるが、アニヴェルセルHOLDINGSの経営方針の変更により、同社株式が

市場で大量に売却された場合、株価が不安定となる可能性がある。 
 
◆ 配当について 
同社は創業以来配当実績がない。株主に対する利益還元を経営の重要課

題の一つとして認識しているが、当面は、財務の安定性と将来の成長に向け

た投資に備え、内部留保の確保を優先することが、株主利益の最大化につな

がると同社は認識している。当面は配当を実施する時期や配当方針につい

ては未定としている。  

＞経営課題/リスク 
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（百万円） （%） （百万円） （%） （百万円） （%）
売上高 2,595 100.0 3,787 100.0 4,378 100.0
売上原価 2,273 87.6 3,566 94.2 3,998 91.3
売上総利益 322 12.4 220 5.8 379 8.7
販売費及び一般管理費 604 23.3 960 25.4 936 21.4
営業利益 -281 -   -739 -   -556 -   
営業外収益 334 12.9 479 12.7 581 13.3
営業外費用 18 0.7 69 1.8 109 2.5
経常利益 34 -10.9 -329 -   -84 -   
税引前当期（四半期）純利益 29 1.1 -370 -   -85 -   
親会社株主に帰属する当期（四半期）純利益 -11 -0.4 -382 -10.1 -164 -3.8

（百万円） （%） （百万円） （%） （百万円） （%）
流動資産 1,538 41.4 1,818 30.5 1,292 20.3

現金及び預金 1,131 30.4 1,433 24.1 702 11.0
売上債権 190 5.1 192 3.2 322 5.1
未収入金 129 3.5 43 0.7 3 0.1

固定資産 2,180 58.6 4,138 69.5 5,071 79.7
有形固定資産 1,514 40.7 3,037 51.0 3,890 61.1
無形固定資産 268 7.2 560 9.4 552 8.7
投資その他の資産 397 10.7 540 9.1 627 9.9

総資産 3,719 100.0 5,957 100.0 6,363 100.0
流動負債 726 19.5 1,035 17.4 1,367 21.5

短期借入金 24 0.6 -   -   0 0.0
1年内返済予定長期借入金 253 6.8 428 7.2 636 10.0
未払法人税等 26 0.7 24 0.4 58 0.9
賞与引当金 26 0.7 52 0.9 39 0.6

固定負債 1,897 51.0 4,174 70.1 4,306 67.7
長期借入金 1,728 46.5 3,787 63.6 3,863 60.7
繰延税金負債 36 1.0 108 1.8 93 1.5
資産除去債務 120 3.2 244 4.1 310 4.9

純資産 1,095 29.4 747 12.5 689 10.8
自己資本 1,073 28.9 702 11.8 641 10.1

営業キャッシュ・フロー 100 -30
減価償却費 97 213

投資キャッシュ・フロー -891 -1,474

財務キャッシュ・フロー 730 1,806
配当金の支払額 -　 -　

現金及び現金同等物の増減額 -60 301
現金及び現金同等物の期末残高 1,124 1,425

2019/12 3Q

2019/12 3Q累計損益計算書 2017/12 2018/12

貸借対照表 2017/12 2018/12

キャッシュ・フロー計算書 2017/12 2018/12
（百万円） （百万円）

（出所）届出目論見書を基に証券リサーチセンター作成 

【 図表 10 】財務諸表 



 

証券リサーチセンターは、株式市場の活性化に向けて、中立的な立場から、アナリスト・カバーが不十分な企業を中心にアナリス

ト・レポートを作成し、広く一般にレポートを公開する活動を展開しております。 
※当センターのレポートは経済産業省の「価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス」を参照しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■協賛会員 
（協賛） 
株式会社東京証券取引所 SMBC 日興証券株式会社 大和証券株式会社     野村證券株式会社 
みずほ証券株式会社  有限責任あずさ監査法人 有限責任監査法人トーマツ   EY 新日本有限責任監査法人 
株式会社 ICMG 
（準協賛） 
三優監査法人           太陽有限責任監査法人  株式会社 SBI 証券 
（賛助） 
日本証券業協会          日本証券アナリスト協会 監査法人 A&A パートナーズ    いちよし証券株式会社 
宝印刷株式会社          株式会社プロネクサス 
 

アナリストによる証明 

本レポートに記載されたアナリストは、本レポートに記載された内容が、ここで議論された全ての証券や発行企業に

対するアナリスト個人の見解を正確に反映していることを表明します。また本レポートの執筆にあたり、アナリスト

の報酬が、直接的あるいは間接的にこのレポートで示した見解によって、現在、過去、未来にわたって一切の影響を

受けないことを保証いたします。 

 

免責事項 

・ 本レポートは、一般社団法人 証券リサーチセンターに所属する証券アナリストが、広く投資家に株式投資の参考情報として閲覧

されることを目的として作成したものであり、特定の証券又は金融商品の売買の推奨、勧誘を目的としたものではありません。 

・ 本レポートの内容・記述は、一般に入手可能な公開情報に基づき、アナリストの取材により必要な補充を加え作成されたもので

す。本レポートの作成者は、インサイダー情報の使用はもとより、当該情報を入手することも禁じられています。本レポートに

含まれる情報は、正確かつ信頼できると考えられていますが、その正確性が客観的に検証されているものではありません。また、

本レポートは投資家が必要とする全ての情報を含むことを意図したものではありません。 

・ 本レポートに含まれる情報は、金融市場や経済環境の変化等のために、最新のものではなくなる可能性があります。本レポート

内で直接又は間接的に取り上げられている株式は、株価の変動や発行体の経営・財務状況の変化、金利・為替の変動等の要因に

より、投資元本を割り込むリスクがあります。過去のパフォーマンスは将来のパフォーマンスを示唆し、または保証するもので

はありません。 

・ 本レポート内で示す見解は予告なしに変更されることがあり、一般社団法人 証券リサーチセンターは、本レポート内に含まれる

情報及び見解を更新する義務を負うものではありません。 

・ 一般社団法人 証券リサーチセンターは、投資家が本レポートを利用したこと又は本レポートに依拠したことによる直接・間接の

損失や逸失利益及び損害を含むいかなる結果についても一切責任を負いません。最終投資判断は投資家個人においてなされなけ

ればならず、投資に対する一切の責任は閲覧した投資家にあります。 

・ 本レポートの著作権は一般社団法人 証券リサーチセンターに帰属し、許可なく複製、転写、引用等を行うことを禁じます。 
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